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は じ め に
教育改革が問題にされる時,必 ずといってよい程話題になるのは教員の質的向上の問題
であるが,そ の場合,そ れは,き まって二つの面から接近が図られる。一つは,教 員養成
問題と絡んだ待遇改善の問題であ り,二 つは,身 分問題と絡んだ職場の管理強化政策であ
る。むろん,こ の二つの側面は,必 ず しも単独のものとしてのみ機能するのではなく,多
くは相互に補填 し合いながら作動するのが常である。
中教審も,71年6月 の 「第三の改革」答申の 「9,教 員の養成確保とその地位向上のた
めの施策」のなかで,教 員養成大学の整備充実に触れたあと,「 教員 としての自覚を高
め,実 際的な指導能力の向上をはかるため」新任教師の現職教育と,そ れを保障するため
の試補制度の導入,検 定制度の拡大を奨め,更 に 「高度の専門性をもつ者に対 し,特 別の
地位 と給与を与える制度を創設する」 とし,そ の一手段 として教員養成大学院の設置を提
言している1)。次いで,管 理問題に関しては,「8,学 校内の管理組織 と教育行政体制の
整備」において,こ こでば,公 教育実施上の 責任の名の 下に 「校長の指導と責任のもと
に」 「職制を定めて校内管理組織を確立する」 となっているが,そ の本音は,「 教育行政
の広域化」 と 「特別な配慮」の下に管理 と行政の一体化を提言することを狙っている2)。





日の自民党文教制度調査会 ・文教部会合同の 「教育改革第一次試案,教 員の養成,再 教育
並びに身分待遇の根本的改革について」3)で ある。俗にい う 「教員養成 ・優遇措置方策」
である。全体の構成は,「 第一 教育改革に取組む基本的考え方」,「 第二 教員の資質
向上についての基本的考え方」,「 第三 具体的要領」から成 り立っている。
第一では,今 日の世相(大 学紛争,赤 軍事件等)を 戦後教育の悪 しき結果だとし,そ のた
め 「中教審答申」 こそを教育改革の 「指標」 とし,わ が国戦後の 「旧価値否定」の誤った
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考>x方 を反省して改革に取 り組むべきであるとし,第 二で,理 想の教師論(児 童愛,特 定
信条や価値観に偏しない)を 論 じ,戦 前の師範教育への郷愁をのぞかせ,そ して戦後の教員
養成制度の改善,現 職教員の再教育,そ の上での待遇改善を 「教育改革の出発点」 と捉
え,第 三の具体策に入っている。
具体策の うち,「 一」は,新 構想教員養成大学 と大学院の構想に触れた部分であるが,
主題の個所は,「 二 教員研修の充実強化」と 「三 身分の確立お よび待遇の改善」であ
る。前者,「 研修の充実強化」については,筑 波に中央教員研修施設を,地 方に都道府県
教員研修セソターを設置,整 備 して研修事業を充実強化する,教 育研究団体を助成 して自
発的研修活動を助長する,長 期研修終了教員に給与上の特別措置を行い,研 修成績良好者
には海外教育視察措置を講ずるなどを行い,後 者,「 身分の確立 ・待遇改善」について
は,新 たに採用,任 期,研 修,争 議行為制限などを盛った 「教員身分法」を制定 して専門
職化する,待 遇について所得税,住 民税の免税とともに現行の二倍程度の待遇改善を目標
とす る 「教員給与法」を制定する,同 時に次の優遇措置を講ず るとしているQす なわち,
初任給を企業の最高水準を上回る程度に引き上げる,任 期制に伴 う待遇改善,校 長最高給
の一般行政職最高給 までの引き上げ,勤 続30年 まで5年 毎の年功加俸制度の創設,退 職時
3号 俸の特別加算制導入,65才 定年制制定,半 年ないし一年の有給休暇制創設,海 外研修
機会の画期的拡大,退 職手当,年 金,福 利厚生(無 料宿舎,持 家制度等),税 制に関する
優遇措置,退 職後の医療給付支給などである。
これは,先 の中教審答申のより一層の具体化 とその補強策であるとみることができる
が,こ の後,こ のままの形ではないが,相 当程度 まで実現されることになる。
この2日 後,7月3日 には,か ねて審議中の教育職員養成審議会の 「教員養成の改善方
策について」4)が 高見文相に建議された。 この建議は,さ きの中教審答申をふまえた教員
養成制度改革の具体案を示 した ものであるが,専 門性ある教員の養成を主眼としたもので
あるQ
教養審は,こ れまでも,中 教審の58年7月 答申 「教員養成制度の改善方策について」を
具体化するために,62年11月 「教員養成制度の改善について」f65年10月 「教員養成のた
めの教育課程の基準について」,66年2月 「教育職員免許法の改正について」,69年11月
「国立の教員養成大学 ・学部の付属学校のあり方について」の建議を行 ってきたが,こ れ
ら一連の建議のね らいは,一 言でいえば,教 員の資質向上 と専門性強化を目指 し,戦 後の
開放型教員養成制度の手直 しを図ることにあった。特に教育養成大学の目的化を謳 った58
年の中教審答申,試 補制度を打ち出 した62年 の教養審建議,大 幅な免許法改正を求めた66
年の教養審建議は関係方面に大きな波紋を投 じた。 しかし,こ れらには常に強い反対があ
ったため,具 体化するまでには至らなかった。そこへ登場 したのが昨71年6月 の中教審答
申であった。それは,教 育改革の重要な一環 として教員養成制度改革をあげ,従 来の諸改
革案を集約 ・補強する形で改革構想を提示 したのである。一方,教 養審は,中 教審と並行
して70年6月 から審議を再開し,71年5月 には 「中間まとめ」を公表 したのであるが,6
月の中教審答申後は,こ の答申の具体化を行 う方向で審議を続け,い わば,教 員養成制度
改革案の 「決定版」 として今回の建議をまとめ上げたものである5)。
建議は,「 第一 大学における教員養成の改善充実」,「 第二 免許状の種類お よび
免許基準の改善」,「 第三 教員資格取得の道の拡充」,「 第四 教員の研修の改善充
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実」,「 その他」の五項 目から構成されているが,そ の主要点は,教 員養成は四年制大学
で行なうとの原則を明確にする一方,短 大にも条件付でその道を開く,教 員養成大学の教
育内容を改善充実するねらいで,望 ましい教育課程のあ り方を示 し,教 育実習,専 門教育
の拡充を図る,専 門教育拡充の趣旨にそって免許基準の引き上げを図るとともに,そ の種
類を再編成 し,初 級免,普 通免,上 級免の三つを基本 とする,以 上のように教員養成の目
的化を深めるとともに,開 放制の長所維持のねらいで,検 定制度を中心に教員資格取得の
道を拡大する,更 に研修を重視するとともに,新 構想大学院の創設を提起 したなどとなっ
ている。最後に,「 その他」で,大 学と教委の協議推進組織の設置,教 員の地域間需給不
均衡是正策の検討,i義 護教諭養成策の検討,教 員給与の大幅増額 と奨学制度の拡充などが
求められている。
以上のような答申,改 革案,建 議をふまえなが ら,中 教審答申の 「先導的試行」を推進
するための二つの研究会の うちの一つとして,72年8月7日,文 部省内に 「教員等待遇改
善研究調査会」(座 長・三輪知雄教養審会長)が 発足 した。 文部省 としては,中 教審答申後
すでに教員の給与改善は73年 度から実施 したい旨の意向を表明していることもあって,そ
の前段階 として,実 施上の具体策がほ しかった ところであった。調査会構成員は17名 であ
って,調 査会への 「意 見聴取事項」は,教 員の給与水準,給 与体系,そ の他待遇改善に関
連する事項の三点で,大 よそ二年をめどに成案を得ることとなっていた。同調査会は,8
月30日,二 回目の会合を開き,構 成員の一人である尾崎人事院給与局長から教員給与につ
いての考えを聴 くのを皮切 りに,本 格的な検討を開始 した6)。
ところで,こ こで見逃 してならないことは,上 記調査会発足直後の8月11日 に,自 民党
文教制度調査会 と文教部会が合同会議を開き,来 年度概算要求に向けて来年度文教政策の
重点施策を協議 し,そ の結果,「 教員の待遇と養成制度の改善,再 教育の拡充」など,
「教員の資質向上」のための総合的な施策を最重点施策 とし,そ の必要経費を概算要求の
別枠 として要求することを決めたことである。それは,9月 中旬までに具体案を作成 し,
以降,そ の実現を政府に強力に働きかけるとの事であった7)。
その構想によると,第 一の柱,教 員の給与改善については,給 与を 「裁判官並み」の水
準に引き上げるため,給 与法を大幅に改定することを目標に,3乃 至5年 計画で検討を進
めるが,来 年度はその初年度 としての具体的改善に着手する,第 二の柱,教 員の専門職 と
しての身分の確立についても,来 年度以降具体化を図る,第 三の柱,教 員の養成について
は,来 年度予算で新構想教員養成大学の創設準備費を三校分程度要求するとともに,免 許
法改正についての検討に着手する,第 四の柱,現 職教員再教育については,一 万人程度の
枠で徹底 した再教育機関を設置するとともに,海 外派遣も大幅に拡充するなどが明らかに
されている8)o
以上のような動向のなかで,文 部省は,自 民党文教族の強力な 援護を受けながら,漸
次,「 教職員の給与改善に関する臨時措置法案」の国会上程方針を固めていくのである。





60年代以前には,い つ も言葉のはしば しには出て も,そ れ以上現実的な問題とはな り得
なか った教員給与改善問題が,70年 代に入って一挙に現実化 したのは何故であろうか。 ま
た,管 理体制の強化策 も,以 前は可成 り直裁的であったが,70年 代に入 ると,そ れが給与
改善 と抱 き合わせで進められているように見えるのは僻 目からであろ うか。ともあれ,70
年代最初の給与改善実施は,「 国立及び公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関
する特別措置法」(「 教特法」)の 制定か ら始まった。
(1)「 教特法」
「教特法」成立までの歴史は古 くして且つ長い。それは,遠 く官吏時代の勤務時間制度
から始まって,48年 の給与の15級 制への切 り替えにまで遡る。すなわち,47年,「 労働基
準法」の制定により国家公務員もこれの適用下におかれたが,48年,「 国家公務員法」改
正により,一 般職国家公務員には 「労働組合法」 「労働基準法」 「労働関係調整法」等は
適用 されないこととなった。無論,労 働基準関係については公務員独自のものの制定が予
定 されていたが,そ の制定までの問は,「 人事院規則」の準用を行 うこととされた。一
方,こ の期間,教 員の取 り扱いは,国 立学校教員は別として,公 立学校教員は,46年4月
公立学校官制により官吏 とな り,47年5月 施行の 「地方自治法」で地方公務員と規定され
ながらも同法付則により 「当分の間」官吏 とされていた。従って,49年1月 施行の 「教育
公務員特例法」で地方公務員 となるまでは,教 員は身分上国家公務員 として取 り扱われて
いた。つま り,勤 務時間,給 与等の仕組みは,他 の政府職員 と同様であった9)。
48年5月31日,政 府職員の 「新給与実施に関する法律」の施行により従来の俸給から15
級制の新給与に切 り替えられた際,公 立学校教員も同措置が とられたが,そ の勤務時間に
ついてはこれを週48時 間とみなし(一 般は44時間),代 わ りに一般 よりほぼ一割程度の加算
を行 うこととし,原 則として超過勤務手当は支給 しない方針がとられた。49年1月1日
「新給与実施法」の改正施行により職員の勤務時間の枠が法定され,「 人事院規則15-0」
で職員の勤務時間は週48時 間となったが,教 員に関 しては従来のままとされた。その後,
同年1月12日 「教育公務員特例法」の施行により公立学校教員は地方公務員 となったが,
同法33条 に より,給 与については国立学校教員の例,服 務については都道府県吏員の例に
よることとされた10)。
49年2月5日,文 部省は 「告示第11号 」をもって国立学校教員の勤務時間については週
48時 間 とし,原 則として超過勤務を命 じないこととしたが,そ の後勤務時間を週44時 間 と
しなが らも,超 勤不認可,俸 給の有利性はそのまま維持 した。 ところが,こ れが蹟きの石
とな り,50年 代中期に至って,公 立学校教員については事実上行っている超過勤務に手当
を支給すべ しとい う運動が起 こってきた。教員側は人事委員会への行政措置要求,裁 判所
に対 し出訴するに至 った11)。・
その後,こ の運動の高揚を見て,人 事院は64年 度給与勧告の際,「 この問題は……更に
慎重に検討する必要がある」 と指摘 した。その頃,人 事委員会の超勤手当支給の判定およ
び裁判所の同旨判決が続出した。就中,高 校職員会議についての超勤に対する65年12月 の
静岡地裁判決,小 ・中学校運動会 ・文化祭等の学校行事,職 員会議についての超勤に対す
る66年1月 の同地裁判決,お よびこれ らの超勤手当支給判決内容を認めた69年2月,70年
11月 の東京高裁判決は注目すべきものである。こうした動向のなかで,文 部省は,66年 度
勤務状況実態調査の結果を基礎 として,教 員には俸給 ・調整手当 ・暫定手当の月額合計額
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の4%0の 教職特別手当を支給 し,超 勤手当を支給 しないとする内容の 「教育公務員特例法
の一部改正案」を用意 し,68年3月4日 国会上程,衆 院文教委で審議 もされたが会期終了
で廃案 となった12)。
自民党 もこの深刻な事態を看過できず,69年5月,義 務教育学校教員に対 し8%0の 教職
特別俸給調整額の支給 と超勤除外を内容とする 「特別措置法案」を,社 会党もまた同時期
に高専 ・短大 ・大学をも含めた教員に対 して自民党案 とほぼ同様の内容を もつ 「教公特法
一部改正案」をまとめた。70年5月 にも自民党は4%0の 教職特別調整手当の支給を内容 と
する 「特別措置法案」を作成 した。人事院は,こ うした情勢をふま>xつつ,「 義務教育諸
学校の教諭等に対する教職調整額の支給等に関する特別措置要綱」をまとめ,71年2月8
日,国 会及び内閣に対 して意見の申 し出を行った。その後,こ の申し出をめぐって中央労
働基準審議会が開催され,同 審議会長より労働大臣あてに 「関係労働者の意見を尊重すべ
き」旨の建議がなされ,そ の趣旨が文部大臣にも伝達された13)。これにより直ちに立案に
入 り,成 案をえて国会に上程 されたのが 「教特法案」である。法案は5月11日 衆院でJ同
24日参院で強行採決され,28日 に公布された。7月1日 文部省と日教組の 「超勤基準の設
定」に関する協定が結ばれ,7月16日 「教育職員に対 し時間外勤務を命ずる場合に関する
規程」が文部省か ら訓令された。 この法律は,翌72年1月 から施行された。




保に関する特別措置法」 とい うが,一 口にいえば,教 員給与の抜本的改革を図ったもので
ある。当初,73年 度か ら3年 計画で教員給与を50%ア ップすることを目途に,初 年度74年
1月 から25%ア ップとい う触れ込みで文部省が3ヶ 月分の教員給与改善予算(475億 円)を
要求 したことに始 まる。それは,72年9月 のことであった。
しかし,実 際の発端はこれよりも早い。つまり既述の72年7月1日 の自民党文教制度調
査会 ・文教部会合同の 「教育改革第一次試案」 と8月11日 の同合同決議がその基盤となっ
ている。当時は,こ れらの案は実現性を もたないバ ラ色の夢 とさえ評されたが,殊 に文教
部会は田中内閣の出現を巧みに捉え,文 部省を激励 して上記予算要求にまで持ち込んだの
である。1つ の山場は,73年1月 の大臣予算折衝であった。最初渋っていた大蔵省が,14
日に軟化 し,義 務教育学校教員に 限定 して,74年1月 から3月 まで の10%ア ップ分予算
135億 円の計上に踏み切った のである。 この結果,愛 知蔵相,奥 野文相,倉 石政調会長間
で 「73年度を初年度とし,年 次計画の下に 実施」 との 合意 メモが 取 り交わされたのであ
る。 その後,他 省庁か ら 「人事院勧告抜きの給与改善は 政府 自らの人勧体制の 否定にな
る」 との批判もあり,そ のための立法上の手続 きの問題 も生 じたが,最 終的には田中首相
の 「文教部会一任」の断によって2月20日 の閣議決定にまで持ち込んだ14)。3月23日,文
部省は,教 育界の世論を喚起 し,併 せてこの時点では反対を表明していた日教組に対する
宥和策と して 「教員の待遇を 抜本的に改善するに あたって」15)とい う文相談話を発表 し
た。
一転二転 しながらも法案提出のめどはついたが ,し か し,何 といっても最大の難関は日
教組の説得であった。その局面打開の緒をつけたのは,自 民党文教部会 と社会党 日政連議
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員団に よる政治折衝であった。この両者の話 し合いが本格化 したのは73年11月 の末からで
あった。12月4日 予定の目教組ス ト前に解決を図るとい う目標の下に,12月3目 か ら4日
早朝にかけて文教部会,目 政連,文 部省,日 教組の精力的な四者会談(正 しくは二者,二 者
会談)が もたれた。会談は二段階方式,つ ま り自民 ・社会間のee政 治折衝",文 部省 ・日教
組問のee当事者折衝"と い う形がとられた。3日 夜から4日 早朝にかけて最終折衝が行わ
れ,4日 午前2時 ごろ,自 ・社問に次の6項 目にわたる合意が成立 した。
1本 法施行を高校,幼 稚園にまで拡大する。 この事を国会答弁,付 帯決議で明らかに
する。




3本 法に基づく給与改善に当たっては,職 員団体 と協議する。





これを踏まえて,引 き続き奥野文相 と愼枝委員長の会談が行われ,法 案の取 り扱いにっ
いそ話がまとまった。4日 の午前7時50分 であった16)。日教組は,8時 半にス トを解いた。
最大の山場を越えた法案は,翌74年2月19日,6項 目中2項 目の確認通 り参院文教委で
法案の一部修正を行い,ま た残 りの5項 目を4項 目にまとめた 「付帯決議」を付し,20日
の参院本会議を経て,22日 の衆院本会議で参院修正通 り全会mで 可決成立 した。法公布
は2月25日 であった。そこで,こ れを承けた人事院は,3月18日,「 小 ・中学校教員平均
9%,高 校教員5.5%0の 給与改善が74年1月1日 に遡 って 実施される よう」政府に勧告 し
た。翌19日,政 府は 「完全実施」を決定 した。こうして,こ こに教員人材確保法による第
一次給与引 き上げ作業が完了 したのである。
(3)教 頭職法制化
教頭は これ まで 「身分」上は教諭であ り,小 ・中学校の場合,市 町村教委の職務命令 と
して発令されていたものである。 ところが,74年5月27日,「 学校教育法の一部を改正す
る法律案」(28条)の 参院本会議での可決成立,9月1目 の施行によって,新 たに 「教頭
職」が法制化 され,爾 後,正 式に任用されることになった。
この教頭職法案は,従 来 「負け犬法案」とさえいわれたほど68年以来3回 にわたって国
会に上程 されたが,日 教組 ・野党の反対で廃案となってきた ものである。 それが,73年
3月,「4度 目の正直」 とぼか りに またまた上程 され,こ の際は辛 うじて継続審議 とな
り,74年 の成立を迎えた ものである。
では何故に,本 法案が,か くも執念をもたれ,ま た世人の注 目を惹いてきたのであろう
か。それは,74年2月 に 「人確法」が成立 して以来,そ れをきっかけに自民党は対日教組
攻撃を本格化 し,7月 の参院選対策 も絡んで,田 中首相自ら先頭に立ち,押 せ押せムー ド
になったわけであるが,そ の一環として本法案が浮かび上ってきたか らである。 こうした
経緯をみても,本 法案の日教組対策とい う側面が強 く意識 されていたことが窺える。と り
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わけ,稲 葉 修衆院文教委員長(前文相)の 執念と張 り切 りようはすさまじく,与 党内から
も 「関東軍」 と評されるほどで,激 しい審議指揮の下に3月19日 には法案を参院に送付す
ることに成功 した。 また,民 社党が,「 管理職としての性格強化」を条件にこれに同調す
る一方,教 員政治活動規制法案や大学運営臨時措置法延長が見送 りとな り,他 に障害 とな
る法案がなかったこともあって,民 社党以外の三野党の抵抗 もついに押し切られた形にな
ったわけであった。参院文教委では5月22日,委 員長職権で委員会を開会,自 民,民 社両
党のみで強行裁決,本 会議 も また同様の形で27日 に可決された。公布は6月1日 であっ
た17)。
顧れば,57年12月4日,「 学校教育法施行規則」に教頭の職務を規定(教 頭職制化)し て
以来,60年4月1日,教 頭に管理職手当支給,そ して65年5月 以降,ILO条 約批准に伴
う国内法改正により教頭の日教組からの離脱とい う教頭管理職化の道程は,本 改正法成立
によって最終的な点晴が行われることになった。74年9月5日,文 部省は各都道府県教委
に対 し,本 改正法の施行(9月1日)に 伴 う教頭給与の一等級格付け などを盛った 「施行
通達」を発 した。
最近,停 年延長などで教頭の在任期聞は漸次長期化の傾向にあるが,こ うした法的身分
の安定によって,教 頭の管理職的役割が どのように変化 していくか,ま た職場の管理体制
がどのように転換してい くのか,今 後の教育現場の大 きな課題 となるであろう。
(4)「 主任制度化」
事の発端は,75年10月15日,文 部省が突如 として学校に 「部長制」等の導入方針を表明
したことにある。すなわち,学 校に教務,生 活,健 康の三部長と学級主任,高 校に事務長
の職制を導入するという内容のものであった。次いで,11月14日,自 民党 ・西岡文教部会
長が,「 主任制度を年内に実現する」 と発表して,そ の決意のほどを示 して事は大 きくな
った。 これを承けて,12月6日,永 井文相もまた小 ・中 ・高に教務主任,学 年主任などを
導入 ・制度化 し,そ れらに手当を支給する方針であることを発表するとともに,同 日付で
「調和のとれた学校運営について」18)とい う 「文相見解」を各都道府県教委に送達 した。
その内容は,第 三次教員給与改善に際 して,学 校内が 「きしむ」 ことなく,教 育と管理が
正 しく調和す るように,主 任の業務,職 責を十分に理解 し,学 校運営を管理面からのみ見
ることな く,教 育 と管理は本来別建であるとい う見地に立って教育に精励 してもらい た
い,と い うものであった。
すでに 「人材確保法」に基づく第二次教員給与改善は,75年1月 から7%0ア ップで実施
されてお り,近 く(恐 らく翌76年3月 には)第 三次教員給与改善に関する人事院勧告も出さ
れるはずであるが,財 政不況の折から他省庁 との兼ね合いもあって簡単には勧告実施も困
難であろ う,そ こで,そ れ と抱き合わせで 「主任手当」を要求すれば,他 省庁への大義明
分は立つだろうが,そ れには日教組の反対が当然起 こるであろ うから,そ の先手を取って
「調和ある学校論」を打ち出しておこうとい うものでもあったであろう。ここで,「 主任
制度化」が 「人材確保法」 と,そ して逆に 「人材確保法」が管理体制強化 と深い関連をも
っ ことが理解されるであろう。 ともあれ,こ うした潜在的不安はこれだけでは納まらなか
ったかのように,文 部省は,12月25日 にも重ねてその 「補足見解」19)を送達 している。そ
れは,主 任は決 して中間管理職ではな く,教 育と管理の中間的調和点に位するものであっ
て,教 育指導 という面からみることがより望ましい し,正 しいと思われる,制 度実施の際
44 長崎大学教育学部教育科学研究報告 第29号
には主任制度に画一性を持たせない し,そ の任命 も校長か,教 委か,そ の決定 も教委に一
任 したいと予定 している,要 は 「各学校が新 しい校風を作 り上げることを期待するだけで
ある」 とい うものであった。
以上の ような 「見解」を出す一方で,文 部省は同じ日の省議で,主 任制度化のための
「学校教育法施行規則」の改正を決定 した。 このように,省 令改正を以て既成事実を作る
や り方は,教 頭職制化の場合と全 く同様の手 口である。この改正省令は,翌26日 の官報に
告示され,文 部省は,併 せて 「学校教育法施行規則の一部を改正する省令要綱」20)を作成
し,改 正省令実施上の資料 とした。それは,ま ず 「調和のとれた学校運営が行われるため
にふさわしい校務分掌の仕組みを整える」ものとして,小 学校に教務,学 年,保 健主事,
必要あれば事務主任を,中 学校に以上のほか生徒指導,進 路指導の主事を,高 等学校に以
上のほか学科主任,事 務長を,農 業関係校には更に農場長を,そ して特殊教育学校には以
上に準ずるほかに寮務主任を置 くとい うものである。
明けて76年1月i3日,文 部省は,各 都道府県 ・指定都市の教委に対 し,「 学校教育法施
行規則の一部改正に関する省令の施行について」の通達を出し,同29日 には,主 任制度化
に伴 う 「学校管理規則改正案」を参考 として送付 した。3月1日,「 改正規則」は施行さ
れた。 こうした一連の行政手続が完了 した ところで,こ れを承けて,3月11日,人 事院
は,主 任手当支給を含む第三次教員給与改善(「 人材確i保法」に基づく)に 関する 「勧告」
を国会 と政府に提出した。それは,当 初の予定では5%ア ップの計画であったが,そ の後
財政事情の変化で一度でのアップが困難 となったため,第 三次分を前 ・後期の二度に分割
し,前 期に当たる本年度2.5%0,実 質2.7%0と し,後 期に当たる来年度2.5%0と し,本 年3
月か ら主任手当5,000円 も併せ支給するとい う内容であった21)。
ここまでは,事 はすこぶる順調に運んだ。 しか し,第 ニ ラウンドに入って,漸 く難航が
始まった。 とい うのも,そ れまでは文部省の目論見一つで操作できる 「省令」 「通達」相
手であったのだが,「 勧告」以後は,「S,職 の職員の給与に関する法律の一部改正」に
よってその 「特殊手当」の事項の中に,い わゆる 「主任手当」に当たる 「教育業務連絡指
導手当」 と,ま た俗に 「部活動手当」に相当する 「教員特殊業務手当」を追加挿入すると
い う 「国会」相手の作業に入るか らである。その改正法案は,76年3月17日 に国会に上程
されたが,案 の定,提 案趣旨説明が行われたのみで,一 回の審議もなく継続審議 とされて
しまった。野党の反対 もさることながら,ロ ッキー ド事件発覚のため国会は審議の沙汰で
はなかったからである。次いで,審 議は,秋 の臨時国会に移 り,衆 院では可決されたが,
参院では反対が強 く,結 局,会 期切れで廃案となった。二回目は77年2月4日 に上程 され
たが,こ の時 も一回の審議 もな く,5月26日 に廃案となった。そこで,業 を煮や した政
府 ・与党は,遂 に最後の手を使 うことにした。つま り,10月3日 の臨時閣議は,主 任手当
を含む第三次前期分教員給与改善を恒例の °r職公務員給与改善 と育児休業給支給 と抱 き
合わせて一本の法案 として上程することを決定したのである。さすがにこれには野党 も反
対する術がな く,10月7日 上程の改正法案は,年 も迫る12月21日 に可決成立 した。こうし
てもみにもんだ 第三次前期分教員給与改善(2.7%)と 主任手当(月5,000円)・ 部活動手当
(1回500円)及 び校長の特一等級化 ・教頭の一等級化並びに育児休業給(俸 給月額に共済組合
の掛け金率〈平均8%0,公 立学校7.7%,国 立学校7.75%〉 を掛けた額)の 支給(又 は昇格)が,
同年4月 に遡 って実施されることとなった。78年1月6日,人 事院は,「 教育業務連絡指
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導手当」 と 「教員特殊業務手当」創設についての 「規則改正」を官報に告示 して,こ の業
務手続のすべては完了 した。
なお,最 後に付記 しておきたいことは,「 人材確保法」に基づ く第三次後期分教員給与
改善措置は,78年8月11日 の人事院勧告により,9月1日 に閣議決定 し,10月20日 の 「一
般職職員給与法」の改正に伴って,給 与改訂3..,.(小 ・中学校のみでいえぽ,4%0),教 員
特別手当の20%ア ップ,そ して同年4月 に遡って実施することとな り,こ れで教員給与改
善に関するすべての処置は完結 したとい うことである。
3管 理体制の強化
70年代における教員待遇改善の跡を振 り返って,そ こにいかに根強 く管理体制強化への
執念が流れているかを思い知らされる。 それは,個 々の措置 としては自覚されないまで
も,全 体が一つのセ ットとなったとき,そ の意図が明瞭に露呈 されて くるのである。差 し
あた り,こ こには職務 と身分の階層化とそれに対応する段階給与制の創成,そ してそれに
よる管理者層の拡大意図がみられる。また,例 えば,71年 の 「教特法」の制定に関して,
それは本来的には 「事実認定」 としての超勤手当支給をめ ぐる法律上の問題であったので
あるが,政 府 ・与党は,そ れに 「聖;,.論」をからめてきたのである。つま り,超 勤手当の
代償 として教員の 「職務の特殊性」を強調 してきたのである。確かに教職は他の一般職に
比べて 「特殊的」ではある。 しかし,そ の教職の 「特殊性」が,何 故直ちに 「聖職観」 と
結合するのであろうか。そこには明らかに論理のす りか>xに よる教組のス ト抑制意図,な
い しは 日教組対策が秘め られていたと見ないわけにはいかない。こうした仕方に対 して,
当時,与 党文教関係者さえ 「戦前的感覚だ」 と首をかしげた者すらいたとい う22)。
しか し,「 聖職論」論議は,既 述のように74年7月 の参議院選に再び クローズ ・アップ
された。これには,田 中首相 自らが先頭に立 ってその宣伝に努めた。この年は田中首相が
「教育ついた」年でもあって,「 聖職論」はそれ と無関係ではない。例えば,「 現代教育
は知恵太 り,徳 やせである」(4月23日),「 これからの教育は五っの大切,十 の反省が必
要」(5月13日),「 日本が45ケ 国相手に戦争できたのも教育の成果である」(6月22日),
「教員の国家宣誓制度を検討中」(7月4日)な どの発言があ り23),これらの背後にある 「思
想」か ら 「聖職論」 も流れ出ているのである。しか し,こ うした 「思想」はあくまでも個
人的なものであって,現 実に教師全体の言行を律すべき 「聖職」性 とは関わ りはないので
ある。仮 りに百歩譲ってその論理を肯定するとしても,そ れが教師の現代的 「資質」のす
べてを覆 うことはあ り得ないし,況 んや 「超勤」問題の解決にはならない筈である。 とこ
ろが,自 民党は,全 党一致,真 正面から 「聖職論」を打ち出 してきた。それは,明 らか
に,論 理ではなく 「政策」であった。既に 「人材確保法」(74年2月)と 「教頭職法制化」
(74年5月)が 実現 していたので,そ の気勢は高かった。これに対 して,社 会党は 「労働者
論」,公 明党は 「使命職論」,共 産党は 「労働者一面聖職論」,民 社党は 「勤労者及び聖
職論」で対抗 した24)。
ところで,自 ら 「聖職論」を唱える政府 ・自民党は,「 五段階給与制はとらない」 と文
書確認 して成立 させた 「人材確保法」の展開として 「教頭職法制化」を打ち出し,更 に
「主任制度化」によって完全に五段階職制化 と給与格差を導出してきたことを,ど う説明
す るつもりなのだろ うか。ここには,政 策の最も悪 しき側面が露骨に露呈しているのであ
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る。い うまでもな く,「 教頭職法制化」は,明 らかに学校現場に三段階職制を公的に導入
したものであ り,「 主任制度化」はさらにそれを拡大化 し,複 雑化させた ものであ り,そ
れに 「手当」を付けることによって待遇に格差を導入 した ものである。そ うした施策の延
長線上で,い かにロ先で 「調和」を説いたとしても,こ の職場の階層化 と段階給与制のな
かで果 してそれを期待することができるだろ うか。教員待遇改善は,実 は純粋な意味での
待遇改善 とい うよ りは,む しろ教師を 「聖職」化することによってその社会的活動の自由
を制限す るか,階 層の導入によって現場を混乱させ,組 織を分断し,醗 って職場管理体制
の強化を結果する以外の何ものでもなかったのではないだろ うか。
管理体制強化志向の体質は,時 には直接に日教組弾圧政策 となって現われる。 これも
「聖職論」宣伝 とほぼ同時期に起こった事件であるが,74年4月17日 の衆院文教委で,奥
野文相が委員の質問に答え,「 都道府県教委は,市 町村教委の内申なしに教員の処分を行
うことができる」 と発言したことである25)。これは,「 地教行法38条1項 」の 「内申をま
って,県 費負担教職員の任免その他の進退を行 うものとする」規定を覆す解釈であ り,ま
た,56年9月,文 部省自身が 「地教行法の施行通達」を出した際,「 内申がなければ,処
分等はできない」 とした指示 とも異なる解釈であった。事の起 こりは,73年 の 「4・27ス
ト」の処分を福岡県教委が行お うとした際,行 橋市,大 牟田市,田 川市,碓 井町の三市一
町教委が内申書を出さなかったため,処 分不能 となったことに文相が反発 したことに あ
る。 無論,こ うした例は,66年 「10・21ス ト」の際の東京都(調 布市,保 谷市,田 無市),67
年 「10・26ス ト」 の際の北海道(歌 志内市,上 砂川町,鶴 居村)に もあ り,同 じ 「4・27ス
ト」関係では高知市にもあった。そ こで,文 部省は,10月4日,文 相に押し切られた形で
「地教行法38条 の市町村教委の内申がない場合の都道府県教委の任命権の行使について」
26)初中局長通達を発 し
,「 最大限度の努力にもかかわ らず内申がないとい う異常な場合に
は」内申抜 き処分 もできるとい う 「異常」な伝達をした。
この 「通達」には,三 つの重大な問題がある。 第一は,既 述 した自らの56年9月 「通
達」 との矛盾に関 して,何 らの言及もな く,明 らかにその否定的見解が表明されていると
いうことであ⇔。 これは,二 兎を追わずとする行政過程上の明らかな理疵である。第二
は,都 道府県教委の 「任命権」が拡大視され,「 処分」の前条件となる市町村教委の 「服
務監督権」が侵されているとい うことである。 「任命権」の行使は,特 に 「処分」を意味
する場合,「 服務監督権」の発動に連動するものでなけれぽならない。 これが,「 内申を
まって」の意味である。第三は,権 利行使の際の 「基準」として,極 めて曖昧な,心 理的
境位を示す 「異常な場合」が挙げ られていることである。つま り,異 常か正常かの判断は
極めて相対的なものであって,必 ず しも客観的,確 定的なものでなく,し かもそれは 「作
られる」 とい う場合す らあ り得るほどの境位である。 こうした 「主観」性に富む もの を
「処分権」行使の基準にすることは危険であるといわなけれぽならない。
ともあれ,福 岡県教委は,こ の 「通達」に基づいて,75年2月5日,1,433名 の処分を
内申なしに行った。その結果は,当 然のことなが ら裁判 となった。78年12月27日,福 岡地
裁は市町村教委の 「内申権」を認め,福 岡県教委の 「処分取 り消 し」を求める判決を申し
渡 した27)。(追 記一因みに81年11月27日,福 岡高裁第三民事部は 県教委の 任命権,一 般
的指示権,広 域調整機能を 「内申権」に優先 させる逆転判決を下した。 よつて,最 高裁
でなお係争中。)
'70年代 ・教員待遇改善 と管理強化政策(熊 谷) 47
お わ り に
以上みてきたように,70年 代は,学 校教育改革が顕著に進められたと同時に,そ の教育
の基盤をなす教員の待遇改善が今までになく強力に推進された時代でもあった。待遇改善
自体は大変結構なことで,そ れに兎や角いうつ もりは毛頭ないが,一 方で手放 しで結構が
るばか りではいられない気持もないわけではない。その都度指摘 して来たように,そ れが
極めて巧妙に管理体制の強化を現出してきたか らである。70年 代は,こ の点でもこれまで
にない完壁 さを示 した時代であった。外には 「聖職論」にょる社会的活動の制限,内 では
職場階層化 と五段階給与制,こ うした内外の二面に互って教師たちの活動を呪縛するシス
テムが完成 したのである。
しかも,こ のような政策推進の中核 となったものは,教 育行政遂行の責任機関 ・文部省
とい うよりは,既 に見てきたように,自 民党文教関係議員団であったことを見抜かなけれ
ばならない。従って,こ の待遇改善推進の動機は,「 教育的観点」にあったとい うより,
優iれて 「政治的政策的観点」にあったといわざるを得ない。教育が政治に支配されるとい
う有 り得べか らざる好例をここに見る思いがする。今後,80年 代の教育は,こ のような状
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